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9 月 の 税 務 と 労 務9月 （長月）SEPTEMBER
15日・敬老の日
23日・秋分の日 国　税／�8月分源泉所得税の納付� �

� 9月10日
国　税／�7月決算法人の確定申告（法

人税・消費税等）� 9月30日
国　税／�1月決算法人の中間申告� �

� 9月30日

国　税／�10月、1月、4月決算法人
の消費税等の中間申告（年
3回の場合）� 9月30日

　宿泊税は東京都や大阪府、福岡県、京都市、金沢市など複数の
自治体で導入されています。今年に入ってからは常滑市や熱海市
などで新設され、札幌市や仙台市、松江市などでも今後導入され
る予定となっています。また、税額については大阪府では今月か
ら引上げ、京都市では来年3月を目途に引き上げられる予定です。
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始
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
10
日

以
内
に
、「
雇
用
保
険
被
保
険
者

教
育
訓
練
休
暇
開
始
時
賃
金
月
額

証
明
書
」（
以
下
「
賃
金
月
額
証
明

書
」）
を
、
事
業
所
所
在
地
を
管

轄
す
る
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
提
出
し

ま
す
。

　
　

提
出
時
に
、
教
育
訓
練
休
暇
の

取
得
が
要
件
を
満
た
し
て
い
る
こ

と
が
確
認
さ
れ
ま
す
。
様
式
内
の

「
支
給
要
件
確
認
欄
」
よ
り
一
部

を
抜
粋
し
ま
す
。

◎　

業
務
命
令
で
は
な
く
、
労
働

者
自
ら
希
望
し
た
た
め
に
教
育

訓
練
休
暇
を
取
得
さ
せ
た
こ
と

◎　

教
育
訓
練
休
暇
の
対
象
と
な

る
労
働
者
が
、
解
雇
や
雇
止

め
、
休
業
を
予
定
し
て
い
る
も

の
で
は
な
い
こ
と

　
　

な
お
、訓
練
対
象
の
労
働
者
が
、

解
雇
や
雇
止
め
、
休
業
を
予
定
し

て
い
る
も
の
で
あ
っ
た
と
き
は
、

虚
偽
の
届
出
を
し
た
も
の
と
し
て

罰
則
の
対
象
と
な
る
場
合
が
あ
る

こ
と
に
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

②　

賃
金
月
額
証
明
書
を
提
出
後
、

「
雇
用
保
険
被
保
険
者
教
育
訓
練

休
暇
開
始
時
賃
金
月
額
証
明
票
」

（
以
下
「
賃
金
月
額
証
明
票
」）
の

交
付
を
受
け
た
事
業
主
は
、
速
や

　

令
和
７
年
10
月
１
日
よ
り
、
雇
用

保
険
に
新
た
な
給
付
制
度
と
し
て

「
教
育
訓
練
休
暇
給
付
金
」
が
加
わ

り
ま
す
。
こ
れ
ま
で
も
働
く
人
の
学

び
を
支
援
す
る
制
度
と
し
て
「
教
育

訓
練
給
付
金
」
が
あ
り
ま
し
た
が
、

今
回
の
給
付
金
は
「
仕
事
を
休
ん
で

学
ぶ
こ
と
」
を
前
提
と
し
た
新
し
い

制
度
で
す
。
企
業
に
と
っ
て
も
、
社

員
の
リ
ス
キ
リ
ン
グ
（
再
教
育
）
や

キ
ャ
リ
ア
形
成
を
支
援
す
る
際
に
活

用
が
期
待
で
き
ま
す
。

一
　
給
付
金
創
設
の
背
景

　

創
設
の
背
景
に
は
、
労
働
者
が
自

発
的
に
教
育
訓
練
に
専
念
す
る
た
め

に
仕
事
を
離
れ
る
場
合
、
訓
練
期
間

中
の
生
活
費
を
支
援
す
る
仕
組
み
が

な
い
こ
と
や
、
離
職
者
を
含
め
、
労

働
者
が
生
活
費
の
不
安
な
く
主
体
的

に
能
力
開
発
に
取
り
組
め
る
環
境
を

整
え
る
必
要
が
あ
る
、
と
い
っ
た
よ

う
な
課
題
が
あ
り
ま
し
た
。

　

こ
れ
ら
に
対
応
す
る
た
め
、
雇
用

保
険
の
被
保
険
者
が
教
育
訓
練
を
受

け
る
た
め
に
無
給
の
休
暇
を
取
得
し

た
場
合
に
、
そ
の
間
の
生
活
を
支
援

し
、
安
心
し
て
学
び
に
専
念
で
き
る

環
境
を
整
え
る
こ
と
を
目
的
と
し
て

「
教
育
訓
練
休
暇
給
付
金
」
が
創
設

さ
れ
ま
し
た
。

　
「
教
育
訓
練
給
付
」
は
、
従
来
か

ら
あ
る「
教
育
訓
練
給
付
金
」と「
教

育
訓
練
休
暇
給
付
金
」
に
よ
り
構
成

さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

二
　
教
育
訓
練
休
暇
給
付
金
の
概
要

⑴　

対
象
者
・
支
給
要
件

　

対
象
者
お
よ
び
支
給
要
件
は
、
次

の
と
お
り
で
す
。

◎　

雇
用
保
険
の
一
般
被
保
険
者

◎　

休
暇
開
始
前
２
年
間
（
※
１
）

に
み
な
し
被
保
険
者
期
間（
※
２
）

が
12
か
月
以
上
あ
る
こ
と

◎　

休
暇
開
始
前
に
算
定
基
礎
期
間

（
被
保
険
者
と
し
て
雇
用
さ
れ
た

期
間
）が
５
年
以
上
あ
る
こ
と

※
１�　

疾
病
、
負
傷
、
事
業
所
の
休
業
、

出
産
等
に
よ
り
引
き
続
き
30
日
以

上
賃
金
の
支
払
い
が
受
け
ら
れ
な

か
っ
た
場
合
は
最
大
４
年
間
。

※
２�　

休
暇
開
始
日
を
被
保
険
者
で
な

く
な
っ
た
日
と
み
な
し
て
計
算
し

た
被
保
険
者
期
間
で
、
賃
金
の
支

払
の
基
礎
と
な
っ
た
日
数
が
11
日

以
上
あ
る
月
。

⑵　

給
付
内
容

　

離
職
し
た
場
合
に
支
給
さ
れ
る
基

本
手
当
と
同
様
の
方
法
に
よ
り
算
出

（
※
）
さ
れ
た
額
を
支
給
。
給
付
日

数
は
、
算
定
基
礎
期
間
に
応
じ
て
90

日
、
１
２
０
日
ま
た
は
１
５
０
日
と

な
り
ま
す
。

※　

休
暇
前
６
か
月
間
の
平
均
賃
金
額

の
50
～
80
％
（
60
～
64
歳
は
45
～

80
％
）。
休
暇
前
の
賃
金
や
年
齢
に

応
じ
て
最
低
・
最
高
限
度
額
が
適

用
さ
れ
る
。

⑶　

手
続
き
の
流
れ

①　

事
業
主
は
、
教
育
訓
練
休
暇
開

雇用保険雇用保険　　　　　　　　
教育訓練休暇教育訓練休暇
給付金の創設給付金の創設

教
育
訓
練
給
付
金

・
専
門
実
践
教
育
訓
練

・
特
定
一
般
教
育
訓
練

・
一
般
教
育
訓
練

教
育
訓
練
休
暇
給
付
金
（
新
）

教育訓練給付
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か
に
賃
金
月
額
証
明
票
を
被
保
険

者
に
受
け
渡
し
ま
す
。

③　

教
育
訓
練
休
暇
給
付
金
の
支
給

を
受
け
よ
う
と
す
る
被
保
険
者
は
、

賃
金
月
額
証
明
票
と
と
も
に
、「
教

育
訓
練
休
暇
給
付
金
支
給
申
請

書
」
を
本
人
の
居
住
地
を
管
轄
す

る
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に
提
出
し
ま
す
。

⑷　

支
給
対
象
と
な
る
日

　

労
働
協
約
、
就
業
規
則
等
に
よ
り

設
け
ら
れ
た
制
度
に
基
づ
き
、
自
発

的
に
教
育
訓
練
休
暇
（
当
該
休
暇
の

期
間
が
30
日
以
上
で
あ
り
、
か
つ
、

後
述
す
る
対
象
教
育
訓
練
を
受
け
る

も
の
と
し
て
、
事
業
主
の
承
認
を
得

た
も
の
）
を
取
得
し
た
場
合
に
、
そ

の
期
間
内
の
自
己
の
労
働
等
に
よ
っ

て
収
入
を
得
て
い
な
い
日
に
つ
い
て

支
給
さ
れ
ま
す
。
な
お
、
期
間
は
１

年
以
内
で
す
。

　

教
育
訓
練
休
暇
を
取
得
し
て
い
る

こ
と
の
認
定
は
、
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
に

お
い
て
、
休
暇
開
始
日
か
ら
起
算
し

て
30
日
に
１
回
ず
つ
直
前
の
30
日
の

各
日
に
つ
い
て
行
わ
れ
ま
す
。

⑸　

対
象
教
育
訓
練

　

次
の
教
育
訓
練
が
対
象
で
す
。

◎　

学
校
教
育
法
に
基
づ
く
大
学
、

高
等
専
門
学
校
、
専
修
学
校
又
は

各
種
学
校
が
行
う
教
育
訓
練

実
際
に
適
用
し
た
事
業
主
に
助
成
さ

れ
ま
す
（
制
度
導
入
に
対
し
て
20
万

円
を
支
給
、有
給
の
休
暇
に
対
し
て
、

１
人
に
つ
き
１
時
間
あ
た
り
１
０
０

０
円
・
最
大
１
６
０
０
時
間
分
（
大

企
業
の
場
合
は
１
人
に
つ
き
１
時
間

あ
た
り
８
０
０
円
・
最
大
１
２
０
０

時
間
分
）の
賃
金
助
成
を
支
給
）。

⑶　

教
育
訓
練
短
時
間
勤
務
等
制
度

　

30
回
以
上
の
所
定
労
働
時
間
の
短

縮
お
よ
び
所
定
外
労
働
時
間
の
免
除

が
可
能
な
制
度
を
導
入
し
、
実
際
に

１
回
以
上
適
用
し
た
事
業
主
に
助
成

さ
れ
ま
す
（
制
度
導
入
に
対
し
て

20
万
円
を
支
給
）。

四
　
就
業
規
則
の
記
載
例

　

教
育
訓
練
休
暇
に
関
す
る
就
業
規

則
の
記
載
例
と
し
て
、
短
期
休
暇
・

長
期
休
暇
の
２
つ
の
例
を
掲
げ
ま

す
。【
左
図
参
照
】

◎　

教
育
訓
練
給
付
金
の
支
給
対
象

と
し
て
厚
生
労
働
大
臣
の
指
定
を

受
け
た
講
座
を
実
施
す
る
施
設
が

行
う
教
育
訓
練

◎　

そ
の
他
職
業
に
関
す
る
教
育
訓

練
と
し
て
職
業
安
定
局
長
が
定
め

る
も
の

三
　
教
育
訓
練
に
関
す
る
助
成
金

　

職
務
に
関
連
し
た
専
門
的
な
知
識

お
よ
び
技
能
を
習
得
さ
せ
る
た
め
の

職
業
訓
練
等
を
計
画
に
沿
っ
て
実
施

し
た
場
合
等
に
、
訓
練
経
費
や
訓
練

期
間
中
の
賃
金
の
一
部
等
を
事
業
主

に
対
し
て
助
成
す
る
「
人
材
開
発
支

援
助
成
金
」
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す

（
厚
生
労
働
省
）。

　

当
該
助
成
金
コ
ー
ス
の
一
つ
と
し

て
「
教
育
訓
練
休
暇
等
付
与
コ
ー
ス
」

が
あ
り
、
次
の
３
つ
に
よ
り
構
成
さ

れ
て
い
ま
す（
令
和
７
年
４
月
時
点
）。

⑴　

教
育
訓
練
休
暇
制
度

　

３
年
間
に
５
日
以
上
の
取
得
が
可

能
な
有
給
の
教
育
訓
練
休
暇
を
導
入

し
、
実
際
に
適
用
し
た
事
業
主
に
助

成
さ
れ
ま
す
（
制
度
導
入
に
対
し
て

30
万
円
を
支
給
）。

⑵　

長
期
教
育
訓
練
休
暇
制
度

　

30
日
以
上
の
長
期
教
育
訓
練
休
暇

の
取
得
が
可
能
な
制
度
を
導
入
し
、

【図】就業規則の記載例

〈教育訓練休暇制度〉
○条　会社は、自発的に教育訓練を受講することを目的に、
従業員から申請があった場合には、教育訓練休暇を付与
する。
２　教育訓練休暇は有給（または「無給」）とし、以下に定
める従業員へ付与する。
３　教育訓練休暇は、以下に定める従業員に対し、３年間
に５日付与する。
４　従業員は、休暇の取得予定日の〇か月前までに、〇〇
申出書により人事担当者に提出するものとする。

〈長期教育訓練休暇制度〉
〇条　会社は、自発的に教育訓練を受講することを目的に、
従業員から申請があった場合には、長期教育訓練休暇を
付与する。
２　長期教育訓練休暇は有給（または「無給」）とし、以下
に定める従業員へ付与する。有給の額については、所定
労働時間労働した場合に支払われる通常の賃金の額とす
る。
３　長期教育訓練休暇は、以下に定める従業員に対し、１
年間に30日以上付与する。
４　従業員は、休暇の取得予定日の〇か月前までに、〇〇
申出書により人事担当者に提出するものとする。
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　労働基準法に基づく以下の協定等は、一
定の要件を満たす場合、本社および本社以
外の事業場のものを一括して届出をするこ
とができます。
◎　時間外労働・休日労働に関する協定届
（以下「36協定届」）
◎　1年単位の変形労働時間制に関する協
定届（以下「1年変形届」）

◎　就業規則（変更）届
　令和7年3月28日に、これらの本社一
括届出に関する通達（基発0328第7号～
9号）が発出され、従前と比較してさらに
便利に行うことが可能になりました。
　従前は、協定・就業規則の内容が本社と
本社以外で「同一」の場合に、一括して届
け出をすることができました。しかし、今
回の通達により、厚生労働省が設けている
労働条件ポータルサイト「確かめよう　労
働条件」の電子申請様式作成支援ツール（以

下「ツール」）を用いて届け出をするときは、
協定・就業規則の内容が本社とは「異なる」
事業場のものも組み合わせて一括して行う
ことができるようになりました。
　「確かめよう　労働条件」のツールを使っ
た場合の便利な機能として、次の4つが案
内されています（厚生労働省）。
①　内容の異なる協定等の一括届出機能
②　本社一括届出のCSVファイル自動作
成機能
③　届出先の労働基準監督署の自動選択機
能
④　次回届出時のリマインド・複写機能
　④は、36協定届と1年変形届について、
協定の有効期間が満了する30日前に、登
録されたメールアドレスあてにリマインド
メールが送信されます。
　また、e-Gov電子申請では、次回届出時
には一から届出作業を行う必要があります
が、ツールを使った場合は、前回届出時の
内容を複写して初期表示し、変更点のみ修
正して届け出ることができます。

36協定等の本社一括届出（拡充）

　
健
康
保
険
に
加
入
し
た
と
き
は
、

「
資
格
情
報
の
お
知
ら
せ
」
と
し
て

資
格
情
報
に
関
す
る
通
知
が
、
被
保

険
者
お
よ
び
被
扶
養
者
に
対
し
て
交

付
さ
れ
ま
す
。「
資
格
情
報
の
お
知

ら
せ
」
に
よ
り
、
各
種
給
付
金
の
申

請
等
に
必
要
な
記
号
・
番
号
等
の
情

報
を
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
マ
イ
ナ
保
険
証
の
読
み
取
り
が
で

き
な
い
医
療
機
関
等
で
も
「
資
格
情

報
の
お
知
ら
せ
」
と
「
マ
イ
ナ
保
険

証
」
を
併
せ
て
提
示
す
る
こ
と
で
保

険
診
療
に
よ
る
受
診
が
で
き
ま
す
。

（
資
格
情
報
の
お
知
ら
せ
の
み
で
は

受
診
で
き
ま
せ
ん
）

　「
資
格
情
報
の
お
知
ら
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情
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付
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す
。
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き

　健康保険・介護保険・厚生年金保険の保
険料算出に用いる「標準報酬月額」は、資
格取得時や固定給等に2等級以上の変動が
あったとき、そして毎年4月から6月の報
酬月額の届出（算定基礎届）をしたときに
決定・改定されます。算定基礎届の提出に
より決定された標準報酬月額は、9月分の
保険料（10月支給の給与から徴収。※当月
徴収の事業所では9月支給の給与）の計算
時から用います。
　標準報酬月額の決定・改定等の通知が
あったときは、その内容を速やかに被保険
者に通知しなければなりません。この通知
義務に対して正当な理由なく通知しなかっ
た場合の罰則（6か月以下の懲役または50
万円以下の罰金）も定められています。
　通知様式は任意です。日本年金機構ホー
ムページ「被保険者への通知」には通知様
式の例も公開されていますので、参照され
るとよいでしょう。

9月の労務 ピックアップ  
� 標準報酬月額の改定および通知


